
給 与 勧 告 等 の あ ら ま し

令和６ 年１ ０ 月２ ２ 日

石 川 県 人 事 委 員 会

《 給与勧告のポイント 》

〇公民較差等に基づく 給与改定【 令和６ 年４ 月から 実施】

３ 年連続月例給・ ボーナスと も に引上げ

１ 民間給与が職員給与を上回っているこ と から 、 初任給を始め若年層に重点を置きつつ、 全年

齢層の給料月額を引上げ（ 改定率 2. 70％)

２ 期末手当・ 勤勉手当（ ボーナス） を引上げ（ 0. 10月： 4. 50月分 → 4. 60月分）

〇社会と 公務の変化に応じた給与制度の整備【 令和７ 年４ 月から実施】
１ 給料表 初任給の水準を大幅引上げ（ 令和６ 年４ 月から先行実施）

職務や職責をより 重視した給与体系

２ 諸手当 地域手当、 扶養手当等の見直し

職員の給与については、 地方公務員法に定める均衡の原則に基づき、 民間の給与水準を重視する

こ と を基本と し ながら 地域の国家公務員の給与水準も 目安と し 、 総合的に判断し た上で、 本年の

給与勧告を行う こ と と した。

１ 公民較差等に基づく 給与改定

( 1) 民間給与の調査

県内の企業規模50人以上で、 かつ、 事業所規模50人以上の587事業所から層化無作為抽出した153

の事業所について、 給与改定の有無にかかわり なく 、 本年４ 月分と して支払われた職種ごと の給与

ほか、 ベースアッ プの状況等についても 調査を実施した。

( 2) 職員給与と 民間給与と の比較

〈 月例給〉

本県の行政職の職員と 民間のこ れに相当する職務に従事する者について、 責任の度合、 学歴、 年

齢等が対応すると 認められる者同士の給与額を対比さ せ、 精確に比較したと こ ろ、 民間給与が職員

給与を2. 70％上回っているこ と が認めら れた。

・ 給与較差（ 本年４ 月） 2. 70％（ 9, 756円）

〈 ボーナス〉

昨年冬と 本年夏の１ 年間の民間の支給割合と 職員の年間支給割合を比較

・ 民間の支給割合 4. 60月（ 職員の支給割合 4. 50月）

( 3) 改定内容

ア 給料表

行政職給料表の給料月額を人事院勧告による国家公務員の俸給表に準じた上で、 給料表の各号

給の額に一定の率（ 100分の100. 24） を乗じて得た額に改定

（ 大卒の初任給を23, 800円、 高卒の初任給を21, 500円引き上げ、 若年層が在職する号給に特に重

点を置きつつ、 全年齢層について所要の改定）

行政職給料表以外の給料月額についても 、 行政職給料表と の均衡を基本に、 所要の改定
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イ 諸手当

・ 初任給調整手当

医師及び歯科医師に対する初任給調整手当について、 人事院勧告に準じて所要の改定

獣医師に対する初任給調整手当についても 、 医師及び歯科医師に準じて所要の改定

・ 寒冷地手当

支給月額と 支給要件について、 人事院勧告に準じて所要の改定

ウ 期末手当・ 勤勉手当（ ボーナス）

人事院勧告及び民間における支給割合を考慮し、 年間支給割合を引上げ 4. 50月分→4. 60月分

引上げ分（ 0. 10月分） は期末手当・ 勤勉手当に均等に配分するこ と と し 、 本年度については、

12月期の期末手当・ 勤勉手当の支給割合を引き上げ、 令和７ 年度以降においては、 期末手当・ 勤

勉手当のそれぞれの支給割合が６ 月期及び12月期で均等になるよ う 反映

《 一般の職員の場合の支給月数》

区 分 ６ 月期 12月期

６ 年度 期末手当 1. 225 月（ 支給済み） 1. 275 月（ 現行1. 225月）

勤勉手当 1. 025 月（ 支給済み） 1. 075 月（ 現行1. 025月）

７ 年度 期末手当 1. 25 月 1. 25 月

以降 勤勉手当 1. 05 月 1. 05 月

[実施時期]

令和６ 年４ 月１ 日（ 寒冷地手当の支給要件は令和７ 年４ 月１ 日、 令和７ 年６ 月期以降の期末･勤勉

手当は令和７ 年４ 月１ 日）

２ 社会と 公務の変化に応じた給与制度の整備（ 給与制度のアッ プデート ）

( 1) 基本的な考え方

人事院は、 国家公務員の人材確保が危機的な状況等にあると して、 現下の人事管理上の重点課題

に対応するため、 社会と 公務の変化に応じた給与制度の整備（ 給与制度のアッ プデート ） と して、

様々な側面から包括的な見直しを行い、 時代の要請に即した給与制度への抜本的な転換を図るこ と

した。

本県においても 、 職員の人材確保等、 国と 共通し た課題がある こ と から 、 「 給与制度の

アッ プデート 」 の措置内容に準じて所要の改定を行う こ と が必要であると 判断した。

( 2) 措置内容

ア 給料表等

人事院勧告に準じ、 初任給の大幅な引上げを図り 、 本年の給与改定において先行して措置

職務や職責をより 重視した給料体系と すると と もに、 昇給制度を見直すほか、 所要の調整

行政職給料表以外の給料表についても 、 行政職給料表と の均衡を基本に、 所要の改正

イ 諸手当

・ 地域手当

級地区分の削減、 支給地域と 支給割合の見直し

・ 扶養手当

配偶者に係る手当の廃止及び子に係る手当額の引上げ

-2-



・ 通勤手当

支給限度額を引き上げると と もに、 新幹線等を利用する場合の手当の支給要件を緩和

・ 単身赴任手当

採用時から単身赴任を余儀なく さ れる職員に対して手当を支給できるよ う 支給要件を緩和

・ 管理職員特別勤務手当

平日深夜にかかる支給対象時間帯を拡大

・ 特別給

勤勉手当の成績率の上限を見直し

特定任期付職員について、 特定任期付職員業績手当を廃止し、 勤勉手当を新たに支給

・ 定年前再任用短時間勤務職員等の給与

定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員に対して、 人事院勧告に準じて各手当を新た

に支給

[実施時期]

令和７ 年４ 月１ 日（ ただし ､初任給の引上げ措置は令和６ 年４ 月１ 日。 地域手当及び扶養手当につ

いては段階的に実施）

３ 今後の検討課題

( 1) 人材の確保及び育成等

人口減少や少子高齢化の急速な進行、 デジタル社会の進展、 大規模災害への対応など、 ますます

複雑・ 多様化する行政課題に的確に対応し、 質の高い行政サービスを提供するためには、 それらを

担う こ と ができる高い能力と 意欲を持った人材の確保及び育成に取り 組んでいく こ と が極めて重要。

本年度の県職員採用試験（ 大学卒程度） の申込者数は、 企業の採用意欲が高まっているこ と も影響

し 、 多く の都道府県と 同様、 前年度より 減少するなど、 職員採用をめぐる環境は厳しさが増大。

本委員会においては、 多様で有為な人材を確保するため、 学生・ 保護者向けの職員採用説明会

の開催や大学の就職ガイダンスへの参加、 SN S や職員採用ポータルサイト による情報発信と いっ

た職員募集活動を実施。 また、 若手職員を起用し、 県庁の仕事内容ややり がいを個別面談で PR す

る 「 石川県庁ナビゲータ制度」 の実施や、 職場見学と フリ ート ーク で交流を深める 「 石川県庁ト ー

ク カフェ 」 の開催など、 県職員と して働く こ と の魅力を実感しても らえる取組を進めてきたと こ ろ

であり 、 引き続き積極的に職員募集活動を展開。

県職員採用試験については、 社会情勢の変化に応じて見直しており 、 公務員試験対策をし てい

ない民間企業志望の方も受験しやすい「 先行枠」 試験については、 本年度は総合土木職に加え、 林

学職についても実施。 また、 大学卒程度の総合土木職については、 受験者が一定の経験等を経た後

に採用できるよ う に、 採用候補者名簿の有効期間を１ 年から ３ 年に延長。 警察官試験については、

社会経験者等の多様な人材を確保するため、 受験資格年齢の上限を33歳未満から 35歳未満に引上げ。

本年１ 月１ 日に発生した令和６ 年能登半島地震からの復旧・ 復興の推進にあたり 、 一時的に生じ

ている職員不足に対応するため、 オンラ イン面接の実施など受験しやすい環境を整備のう え採用試

験を実施し、 任期付職員を順次任用。

国が策定した自治体 DX 推進計画におけるデジタル人材の確保・ 育成については、 本県では、

令和３ 年度より 職務経験者採用試験における 「 行政（ 情報） 」 区分を設け、 即戦力と なるデジタル

人材を確保。 行政のデジタル化の取組を進めるためには、 職員のデジタル技術への対応能力の向上

が不可欠であり 、 今後と も職員の能力を高めるこ と が必要。

人材の育成については、 任命権者において、 職員のキャリ ア形成を支援する研修等を実施すると
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と もに、 人事評価制度を活用した職員の意欲と 能力の向上に努めるこ と が必要。

女性職員の活躍の推進については、 任命権者において、 特定事業主行動計画に基づき、 職域拡大

による多様な職務機会の付与、 キャリ ア形成・ 育児支援研修の実施、 キャ リ アパスモデルの紹介、

部下や業務のマネジメ ント を担う グループリ ーダーへの積極登用に取り 組み、 管理職に占める女性

職員の割合は上昇傾向。 また、 県職員採用試験（ 大学卒程度） では、 最終合格者数における女性の

割合が近年５ 割を超えており 、 今後と も 女性職員の活躍を支援するための研修を実施すると と もに、

妊娠、 出産、 育児等と 仕事の両立支援制度の整備、 ハラスメ ント 防止対策の徹底などを通じて、 女

性職員がより 一層活躍できる職場環境の整備に取り 組むこ と が必要。

本年の人事院勧告において、 人事院は、 公務組織を支える多様で有為な人材を確保する観点から 、

処遇面での取組が不可欠であると し 、 採用市場における競争力を向上さ せるための若年層の給与水

準の引上げなどの措置を講じると 報告。 今後と も任命権者と 連携しながら 、 県職員採用試験の見直

しをはじめと する人材の確保・ 育成等について、 国や他の都道府県の動向も踏まえ、 検討していく

こ と が必要。

会計年度任用職員の処遇等については、 地方公務員法その他の関係規定に基づき、 常勤職員と の

権衡を踏まえ、 引き続き国や他の都道府県の動向に留意しながら 、 適正な任用や勤務条件の確保に

努めるこ と が必要。

( 2) 仕事と 生活の両立支援（ ワーク ・ ラ イ フ・ バランスの推進）

職員一人ひと り が能力を十分に発揮し、 意欲的に公務に取り 組むためには、 安心して働き続けら

れる職場環境の整備が重要。

任命権者においては、 特定事業主行動計画に基づき、 年次有給休暇の取得を促進するため、 年５

日以上確実に取得するよ う 取組。 知事部局においては、 令和５ 年の年次有給休暇取得日数が５ 日未

満であった職員の割合は、 前年より 下回ったものの、 本年は能登半島地震及び先月の奥能登豪雨か

らの復興・ 復旧に向けて全庁を挙げて取り 組んでおり 、 管理職員において、 業務の効率化や年次有

給休暇を取り やすい職場環境づく り を進めるなど、 引き続き職場の年次有給休暇の取得促進に努め

ていく こ と が必要。

男性職員の育児参加の促進については、 子育て経験のある職員の実体験を取り まと めた事例集の

作成・ 周知に取り 組み、 令和４ 年10月から 男性の育児参加のための特別休暇の対象期間を拡大。

昨年度、 知事部局において、 男性職員の育児休業取得率が７ 割と なり 、 取組の成果は着実に出現。

なお、 本年５ 月に特定事業主行動計画を改正し、 男性職員の育児休業取得率の目標が30％から一週

間以上の取得85％へ大幅に引き上げられており 、 目標達成のため取得促進に向けた取組を実施して

いく こ と が必要。

管理職員においては、 よ り 一層リ ーダーシッ プを発揮し、 職場全体で休暇・ 休業を取得しやすい

職場環境づく り に取り 組むこ と が必要。

多様で柔軟な働き方の推進については、 本県では、 本年度から在宅勤務を中心と した働き方をす

る職員について、 在宅勤務等手当を新設。 また、 国や一部の自治体では、 週休３ 日制を選択できる

フレッ ク スタイム制を導入。

民間労働法制においては、 男女と もに仕事と 育児・ 介護を両立できるよ う にするため、 育児・ 介

護休業法等を改正する法律が成立し、 来年４ 月から段階的に施行。 人事院においては、 今般の法改

正の内容を踏まえ、 子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置を拡充するよう 、 国家公

務員の育児休業等に関する法律の改正についての意見を申出。 本県においても 、 国の関係法令の改

正動向を踏まえ、 所要の措置を講じるこ と が必要。 仕事や生活のあり 方に関する価値観が多様化し

ている中、 性別や年代を問わず育児や介護など様々な事情を抱える職員が継続して勤務できる環境

を整備するこ と が求められるよ う になっているこ と から 、 本県においても 、 柔軟な働き方に対応し

た勤務時間制度について、 他の都道府県の動向も参考にしながら 、 検討していく こ と が必要。

( 3) メ ンタルヘルス対策の推進等

職員が職務の遂行にあたって最大の能力を発揮するには、 心身と も に健康であるこ と が重要であ

るが、 近年、 心身の疲労やスト レスを要因と する精神疾患による休職者数は病気休職者全体の７ 割
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近く を占めていると こ ろ。 また、 能登半島地震及び奥能登豪雨から の復旧・ 復興に向けた業務が長

期化し、 心身の疲労の蓄積、 スト レス等の増加が懸念さ れる中、 職員が心身と もに健康で働き続け

るためにも 、 メ ンタルヘルス対策は依然と して重要な課題。

任命権者においては、 こ れまでも各種メ ンタルヘルス相談窓口の設置や管理職員等を対象と した

研修の実施、 スト レスチェッ ク の集団分析を活用した職場環境の改善に取り 組むと と もに、 令和３

年度から 月100時間を超える時間外勤務を行った職員に対して産業医による面接指導を義務化した

ほか、 新規採用職員等を対象に臨床心理士によるカウンセリ ング体験を行い、 必要に応じて相談窓

口を紹介するこ と や、 人事異動１ 年目の20歳台の職員にセルフチェッ ク 票を配付して自身のメ ンタ

ルの状態を確認するこ と と するなど、 職員のメ ンタルヘルス対策を強化。 さ らに、 本年５ 月には、

知事部局の全職員を対象に心身の健康チェッ ク を実施し、 不調者の早期発見、 早期対応に努めてい

るほか、 ７ 月以降、 能登地区で産業医による健康相談を実施。 管理職員においては、 日頃から職員

と コ ミ ュニケーショ ンを図り 、 心身の不調の早期発見に努めると と もに、 面接指導を実施した職員

に対しては、 産業医の意見を踏まえ適切に対応するこ と が重要。

職場におけるパワー・ ハラスメ ント 、 セク シャル・ ハラスメ ント 等の様々なハラスメ ント は、 個

人の尊厳や人格を傷つけ、 職員の能力の発揮を妨げると と もに職場環境にも支障をもたら す許さ れ

ない行為。

任命権者においては、 令和２ 年６ 月に施行さ れた改正労働施策総合推進法を踏まえ、 「 パワー・

ハラスメ ント をなく すために職員が認識すべき事項についての指針」 等を改正し、 職員向けパンフ

レッ ト の配布やハラスメ ント 相談専用のメ ールアド レスを設置すると と もに、 毎年、 ハラ スメ ント

防止週間を定め、 チラシの配布などによ り 相談体制や防止への周知啓発を行う など、 ハラ スメ ント

防止対策を充実さ せており 、 引き続き快適な職場環境の整備に取り 組むこ と が必要。

顧客等からの著しい迷惑行為、 いわゆるカスタマーハラスメ ント についても 、 組織と して対応し、

その内容に応じて迅速かつ適切に職員の救済を図るこ と が任命権者に求められていると こ ろ。

本委員会においても 、 ハラスメ ント に関する職員の迅速な救済と いう 観点から 、 勤務条件に関す

る職員からの苦情相談窓口の活用について周知していると ころであり 、 公平審査制度による早期解

決も含め、 引き続きハラスメ ント 防止対策に取り 組むこ と が必要。

( 4) 長時間労働の是正

長時間労働は、 職員の心身の健康を損なう おそれがあるのみならず、 人材の確保や仕事と 生活の

両立にも影響を及ぼすものであり 、 長時間労働の是正は喫緊の課題。

民間労働法制による時間外労働の上限が適用さ れない職員については、 平成31年４ 月から 、 人事

委員会規則により 、 時間外勤務命令を行う こ と ができる上限を、 原則と して月45時間、 年360時間、

他律的業務の比重が高い部署においては月100時間、 年720時間等と 設定すると と もに、 大規模災害

への対処等の重要な業務に従事させるために上限を超えて時間外勤務を命ずる場合は、 その要因の

整理、 分析及び検証を行う 旨規定。

知事部局においては、 こ れまでも定時退庁日や時間外勤務縮減強化月間・ 強化ウィ ークの設定、

県民育児の日におけるイク ボス庁内巡回の実施など、 時間外勤務の縮減に取り 組んでいるものの、

昨年度の時間外勤務の実績については、 能登半島地震発災以降、 全庁挙げて災害対応にあたり 、 復

旧・ 復興に向けた様々な業務に継続的に取り 組んだこ と により 、 大幅に増加。

こ う したこ と から 、 今年度、 能登半島地震復旧・ 復興推進部が新設され、 組織的・ 効率的に対応

する体制が整えられると と もに、 職員の負担軽減と 地震からの復旧・ 復興を推進するため、 任期付

職員を順次任用。 各任命権者において、 今後と も業務の繁閑がある場合における部局内での一時的

な職員配置の変更、 業務プロセスの見直し、 デジタル技術の積極活用による業務の一層の合理化・

効率化、 民間委託の推進など、 事務負担の軽減に取り 組み、 特定事業主行動計画で掲げた数値目標

の達成に向け、 不断の努力を続けていく こ と が必要。

令和４ 年４ 月から 、 パソ コンの使用時間の記録等を利用した勤務時間管理を行っており 、 職員の

健康管理のためにも 、 引き続き適正に把握していく こ と が必要。 管理職員においては、 時間外勤務

の事前命令を徹底すると と もに、 職員に明確で適切な指示を与えながら的確な進行管理を行い、 必

要に応じて事務配分や職員配置を見直すほか、 内部資料を可能な限り 簡素化しつつ迅速に決断でき
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るよ う 、 判断能力の向上に努めるこ と が肝要。 ただし 、 こ う した業務の合理化やリ ーダーシッ プの

発揮に努めてもなお恒常的に長時間の時間外勤務に従事さ せざるを得ない場合には、 業務量に応じ

た人員を配置して対応するこ と が必要。

教育委員会においては、 平成30年３ 月、 「 教職員の多忙化改善に向けた取組方針」 を策定し 、 こ

れまで、 定時退校日や夏季休業期間中の学校閉庁日、 県内で統一した部活動休養日を設定すると と

もに、 教員業務支援員（ スク ール・ サポート ・ スタッ フ） や部活動指導員の配置による業務の縮減、

若手教員早期育成プログラ ムによるサポート 体制の一層の充実、 I CT を活用した業務の効率化を

実施。 こ の結果、 昨年度の教職員一人当たり の時間外勤務時間は、 小学校、 中学校及び全日制高等

学校いずれの校種においても 、 一斉臨時休校と いった新型コロナウイルス感染症拡大の影響を大き

く 受ける前の令和元年度に比べて減少したものの、 時間外勤務時間が月80時間を超える教職員をゼ

ロと する目標の達成には至らず、 特に中学校においては、 教職員の１ 割が月80時間を超過。

本年３ 月には、 教育職員の業務の量の適切な管理と 健康及び福祉を確保するために原則と して月

45時間、 年360時間等と 規定さ れている教育職員の時間外勤務時間の上限を定める教育委員会規則

の実効性を高めるため、 「 義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例」

を改正。 また、 部活動指導員の増員、 I CT 支援員の県立学校への配置と いった外部人材の積極活

用、 AI を活用した採点業務省力化ソ フト の全日制高等学校への導入と いった校務の I CT 化を推進。

校長等の管理職員においては、 率先して業務の縮減や効率化を図り つつ、 引き続き教職員の勤務状

況の的確な把握と 適正管理に努めるなど、 更なる教職員の負担軽減に取り 組むこ と が重要。

本年８ 月には、 中央教育審議会が、 教職調整額の率の引上げ、 教科担任制を現行の小学校５ ， ６

年生から ３ ， ４ 年生に拡大するこ と 等による教職員の増員、 全教員の時間外在校等時間を月45時間

以内にするよ う 求めるなど、 公立学校教員の処遇改善と 働き方改革について答申したと こ ろであり 、

今後と も施策の実現に向けた国の取組を注視するこ と が必要。

本委員会と しても 、 職員の勤務条件に関する調査や指導の実施等、 引き続き労働基準監督機関と

しての職権を適切に行使。

( 5) 高齢期の雇用問題

高齢層職員の能力及び経験を本格的に活用するため、 昨年度から定年が段階的に引き上げら れ、

管理監督職勤務上限年齢制や定年前再任用短時間勤務制も導入。

また、 当分の間、 60歳を超える職員の給料月額を60歳前の７ 割水準と さ れた給与水準については、

国は、 定年の段階的引上げが完成するまでに人事院の検討を踏まえ所要の措置を講じるこ と と して

おり 、 本県と しても国の動向を注視するこ と が必要。

任命権者においては、 60歳以後の勤務条件に関する情報提供を丁寧に行う と と も に、 職員

の60歳以後の勤務の意思確認に努め、 定年の引上げ期間中においては、 職員の年齢構成に偏

り が生じるこ と のないよう 、 中長期的な観点から定員管理を行っていく こ と が必要。

人事委員会の勧告は、 労働基本権を制約さ れている職員の適正な処遇を確保するため、 地方公

務員法の情勢適応の原則及び均衡の原則に基づき行っている。

本年の勧告は、 民間給与が職員給与を上回っていること から、 公民の給与較差を解消するため、 人

事院勧告による国家公務員の俸給表に準じた上で、 給料表の各号給の額に一定の率を乗じて、 初任給を

始め若年層に重点を置きつつ、 全年齢層において、 給料月額を引き上げると と もに、 諸手当の改定を行

う ことを内容とするものである。

また、 本年の人事院勧告では、 現下の人事管理上の重点課題に対応するため、 「 給与制度のアップデ

ート 」 と して、 様々な側面から包括的な見直しを行い、 時代の要請に即した給与制度への抜本的な転換

を図ること と され、 本県においても、 「 給与制度のアップデート 」 の措置内容に準じて、 給与制度につ

いても所要の改定を行う ものである。

なお、 給料表の水準については、 公務と しての近似性・ 類似性の面から 、 地域の国家公務員の

給与水準と の均衡に配慮しながら、 毎年、 そのあり 方について検討すべきものである。

地方公務員法の情勢適応の原則及び均衡の原則に基づき勧告を行う ことは、 長期的視点から見ると 、
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職員に対し県民から支持される納得性の高い給与水準を確保し、 人材の確保や労使関係の安定などを

通じて、 本県行政運営の安定に寄与するものである。

職員各位においては、 日頃から高い使命感を持って献身的に職務にまい進していることに加え、 能登

半島地震と奥能登豪雨による被災者の支援、 被災地域の復旧・ 復興にあたり 全力をあげて取り 組んでい

ることに対し、 敬意を表すると と もに、 全体の奉仕者たる自らの立場を自覚し、 引き続き職務に精励さ

れること を要望する。

議会及び知事におかれては、 こ の勧告制度の意義や役割に深い理解を示さ れ、 勧告どおり 実施

さ れるよう 要請する。
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（参 考１）

給 与 勧 告 の 仕 組 み

１ 人事委員会による給与勧告制度

公務員は、民間企業の従業員とは異なり、争議権などの労働基本権が制約され、労使

交渉によって給与を決定することができません。このため、その代償措置として、地方

公務員法に基づき、人事委員会による給与勧告制度が設けられています。

この給与勧告は、地方公務員法に定める均衡の原則に基づき、民間の給与水準を重視

することを基本としながら地域の国家公務員の給与水準も目安としています。

２ 給与勧告の流れ

民間給与の調査 県職員給与の調査

企業規模50人以上かつ事業所規模50人以上の県内 全職員約14,000人を対象

事業所を対象として無作為抽出(153事業所)

前年8月から 〈民間給与〉 〈県職員給与〉

給与改定や諸手 当年7月まで 事務・技術関係従業員 行政職の職員(約3,500人)の

当等の状況 のボーナスの の4月分支給額 4月分支給額

支給状況

民間の特別給 県職員と民間の給与を比較
の年間支給 職種、役職段階、年齢等を同じくする者同士の給与を比較

割合との比較 (ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ方式)

他都道府県の動向等 情勢適応の原則・均衡の原則 人事院勧告

給料表・手当等の改定内容を決定

人 事 委 員 会 勧 告

県 議 会 条例案提出 知 事
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（参 考２）

公民給与の比較方法(ラスパイレス方式)

○ ラスパイレス方式
個々の県職員に対して、その職員と職種、役職段階、学歴及び年齢が同等である民間の従業員に

対して支払われている給与を支払うと仮定した場合に必要となる給与総額(Ａ)と現に県職員に対し
て支払われている給与総額(Ｂ)とを比較し、どの程度の差があるかを算出しています。

具体的には、職種、役職段階、学歴、年齢別の県職員の平均給与とこれと条件が同じとみなされ
る民間の従業員の平均給与のそれぞれに県職員の数を乗じた総額を算出し、両者を比較しています。

（概 念 図）
【役職段階】 【学歴】 【年齢】 【民間給与総額(Ａ)】 【県職員給与総額(Ｂ)】

2歳ごとに集計

行 １ 級 大 22・ 民間給与 県職員給与
23歳 ×県職員数 突合 ×県職員数

政 卒
主 事

職

短 20・ 民間給与 県職員給与
２ 級 大 21歳 ×県職員数 突合 ×県職員数

卒
主 事

高 18・ 民間給与 県職員給与
３ 級 19歳 ×県職員数 突合 ×県職員数

卒
係 長

中 16・ 民間給与 県職員給与
４ 級 17歳 ×県職員数 突合 ×県職員数

卒
課長補佐

５ 級 役職段階ごとに、「１ 民間給与 県職員給与
統 括 級(主事)」と同様、 ×県職員数 突合 ×県職員数
課長補佐 学歴、年齢別に民

間給与及び県職員

給与を算定

６ 級
(級(役職)ごとの総額を合計)

課 長

７ 級 民間給与総額÷県職員総数＝(a) 県職員給与総額÷県職員総数＝(b)

次 長

８ 級 公民較差 ( ( ａ ) － ( ｂ ) )

統括次長

９ 級

部 長
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（参 考３）

○ 最近の給与改定の実施状況（過去10年）

月 例 給 期末手当・勤勉手当(ボーナス)

改 定 率 年間支給月数 対前年比増減

平成26年 0.28 ％ 4.10 月 0.15 月

平成27年 0.28 ％ 4.20 月 0.10 月

平成28年 0.23 ％ 4.30 月 0.10 月

平成29年 0.22 ％ 4.40 月 0.10 月

平成30年 0.24 ％ 4.45 月 0.05 月

令和元年 0.13 ％ 4.50 月 0.05 月

令和２年 － 4.45 月 △0.05 月

令和３年 － 4.30 月 △0.15 月

令和４年 0.24 ％ 4.40 月 0.10 月

令和５年 0.95 ％ 4.50 月 0.10 月

令和６年 2.70 ％ 4.60 月 0.10 月
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（参　考４）

○令和６年度行政職モデル給与例（人事委員会試算）

給与月額 年間給与 給与月額 年間給与

① ②

円 円 円 円 円

213,300 3,520,000 236,300 3,922,000 402,000

273,800 4,564,000 290,000 4,864,000 300,000

383,300 6,428,000 387,800 6,546,000 118,000

428,400 7,180,000 432,700 7,299,000 119,000

497,900 8,131,000 502,600 8,261,000 130,000

655,200 11,222,000 661,000 11,404,000 182,000

360,312 5,980,000 370,031 6,180,000 200,000

※1　年齢は、令和６年度末年齢
※2　給与月額は、給料、扶養手当、地域手当（3％）、管理職手当（部長：9級1種、課長：6級3種）を基礎に算出。
※3　年間給与は、期末・勤勉手当を含む（改定後は4.60月で算定）。
※4　行政職平均の額は、新採職員を含む行政職3,589人の平均値。

部長 58歳 配偶者

行 政 職 平 均
（平均年齢41.0歳）

補佐 50歳
配偶者
子２人

課長 55歳 配偶者

係長 40歳
配偶者
子２人

改　　定　　前

係員

25歳 独身

30歳 配偶者

改　　定　　後
年 間 給 与

比 較

②－①
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